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当社子会社の韓国現地法人設立に関するお知らせ

当社連結子会社で、海外市場調査事業を手がける株式会社エー・アイ・ピーが、今般、韓国に現地法人を設立し、

４月初旬から営業を開始することとなりました。詳細につきましては、添付の別紙をご参照くださいますようお願

い申し上げます。
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【報道関係者各位】

2007 年 3 月 30 日

株式会社エー・アイ・ピー

株式会社マクロミル（本社：東京都港区、代表取締役社長：辻本 秀幸、証券コード：東証一

部 3730）のグループ会社で海外市場調査事業を手がける株式会社エー・アイ・ピー（東京都渋

谷区、代表取締役社長：渡邉 秀文、以下、エー・アイ・ピー）は、今後成長が期待される韓国

インターネットリサーチ市場の事業拠点として韓国・ソウル市に現地法人を設立し、4 月初旬か

ら営業を開始いたします。

エー・アイ・ピーは、2006 年 4 月に韓国・ソウル市に連絡事務所を設置し、市場調査事業の

広報・販促活動のほか、韓国におけるインターネットリサーチの実態把握などを行ってまいりま

した。

近年、グローバルのマーケティングリサーチ市場は、オフラインからインターネットを活用し

たオンラインへの流れが加速化しております。韓国においても、インターネットリサーチの需要

拡大が見込まれるため、現地法人を設立することで、営業活動を積極化し、事業基盤と収益力の

向上を目指します。

エー・アイ・ピーは、2004 年 8 月より中国（上海）に現地法人を設けて市場調査事業を展開

しておりましたが、今般、中国に加えて韓国に現地法人を置くことにより、日中韓の拠点間の連

携をはかり、グローバルインターネットリサーチの総合サービス力を強化してゆきます。

新会社にはエー・アイ・ピーの役員を派遣し、営業体制および現地ニーズに根ざしたプロジェ

クト運営体制を整備し、韓国市場を積極的に開拓してゆきます。一方、日本・欧米圏からアジア

への調査ニーズに迅速かつ効率的に対応すべく、韓国における自社パネルの拡充をはかり、増

加・多様化するインターネットリサーチの需要に耐えうる高品質な調査パネルを構築してゆきま

す。 

韓国現地法人の概要

会社名：AIP Marketing Korea 
設立：2007 年 4 月 2 日予定

代表理事社長：Keum Teehoon（クム・テーフン / 現エー・アイ・ピー取締役）

資本金：5,000 万ウォン

出資者/比率：エー・アイ・ピー（100%）

人員：３名 
所在地：#411 Daewoo Theoville Plus 824-25, Yoksam-dong, Gangnam-gu,  

Seoul 135-934 KOREA 
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【株式会社エー・アイ・ピー 会社概要】

株式会社エー・アイ・ピーは、アジア・北米・欧州など世界 30 ヵ国、500 万人規模の消費者

パネルを管理・運営し、国内外の顧客に対して、インターネットを活用した「海外専門」のリサ

ーチサービスを提供しています。

2005 年 7 月には、株式会社マクロミルのグループ会社となり、同社とともに海外市場におけ

る有用なインターネットリサーチサービスの開発を手がけております。

社名：株式会社エー・アイ・ピー

本社：東京都渋谷区東 3－9－19 ポーラ恵比寿ビル 3Ｆ 〒150-0011 
ＵＲＬ：www.asia-info.com 
設立：1997 年 6 月 18 日

資本金：5 億 62 万 5 千円

代表者：代表取締役社長 渡邉秀文（わたなべ・ひでふみ）

従業員数： 42 名 ※2007 年 2 月末現在

事業内容：インターネットを活用した海外市場調査

インターネットを活用したシステム企画・構築・運用

＊＊＊本件に関するお問い合わせ先＊＊＊

株式会社エー・アイ・ピー 広報室：岸上
E-mail: fa-staff@jp.asia-info.com 

東京都渋谷区東3－9－19 ポーラ恵比寿ビル３Ｆ 〒150-0011

TEL:03-5464-8050 FAX:03-5464-8051
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